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株式会社イエローハット

東京都千代田区岩本町一丁目7番4号
イエローハット本社ビル
※2018年5月中央区より移転しました。

1962年3月

150億7,253万円

3,258名(連結) 178名(単体)

カー用品等の販売(卸売及び小売)

〒101-0032
東京都千代田区岩本町一丁目7番4号
イエローハット本社ビル
TEL:03-6866-1680
ホームページ  http://www.yellowhat.jp/
携帯サイト  http://www.yhat.net

株式会社

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼
申し上げます。
当社第６０期におけるわが国の経済は、雇用と労働者所
得の改善が進むなか、政府が推進する経済対策や金融政
策の効果もあり、緩やかな景気回復基調で推移いたしま
した。
当カー用品業界におきましては、夏用タイヤ・冬用タイヤ
の値上げに伴う駆け込み需要や、全国的な寒波の影響を受
けた冬用タイヤ需要により、タイヤ販売が伸長いたしまし
た。カーエレクトロニクス商品では、危険運転に関する報道
を受けてドライブレコーダー販売が伸長いたしました。
このような環境下におきまして、当社グループはカー用
品・二輪用品等販売事業の一層の拡大を図るべく、タイヤ
を中心とした消耗品の拡販や、車検・鈑金などのカーメン
テナンスメニューを拡充してまいりました。
第６１期につきましても、引き続き基本方針を徹底し、
株主の皆様によりよいご報告が出来ます様取り組んでま
いります。

①カー用品・二輪用品等販売事業の拡大
②車検、サービス事業の拡充
③経営効率の向上
④活力ある会社づくり

基本方針

堀江 康生
代表取締役社長

この株主通信は地球環境に配慮した
FSC森林認証紙と植物油インキを
使用しています。

第60期 株主通信
2017年4月1日～2018年3月31日

(ご注意)
1. 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、
口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承ることとなっており
ます。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理
人(三菱UFJ信託銀行)ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
2.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱
UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関(三菱UFJ信託銀行)にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀
行全国各支店においてもお取次ぎいたします。
3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いい
たします。

株主メモ
事 業 年 度

期末配当金受領
株 主 確 定 日

中間配当金受領
株 主 確 定 日

定 時 株 主 総 会

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先（注）

上場証券取引所

公 告 の 方 法

4月1日～翌年3月31日

3月31日

9月30日

毎年6月

三菱UFJ信託銀行株式会社

東京証券取引所

電子公告

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話　 0120-232-711（通話料無料）
郵送先 〒137-8081

新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（注）株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関の
事務拠点の移転に伴い、2017年８月14日付にて上記の
とおり変更しております。

3月末及び9月末の確定時に、100株以上保有されている株主の皆様に、全
国の「イエローハット」「イエローハット車検センター」「2りんかん」「SOX」
店舗でご利用いただける株主様お買物割引券（300円割引券）を送付いたし
ます。1回のお買上げ金額1,000円（税込）毎に1枚ご利用いただけます。

 100株以上 割引券10枚（ 3,000円）
 1,000株以上 割引券25枚（ 7,500円）
 3,000株以上 割引券40枚（ 12,000円）
 5,000株以上 割引券50枚（ 15,000円）

見本

見本

S-2-1806



当社第６０期におきましては、子会社店舗の増加とタイヤの販売好調により、売上高は1,378億65百万円（前年同期比106.2％、80億47百万円増）、売上総利益は517億
61百万円（前年同期比110.9％、50億80百万円増）となりました。
販売費及び一般管理費は、子会社店舗の増加に伴う人件費や賃借料等の増加により、422億０百万円（前年同期比106.2％、24億58百万円増）となりました。
その結果、営業利益は95億61百万円（前年同期比137.8％、26億21百万円増）、経常利益は106億89百万円（前年同期比132.0％、25億89百万円増）、親会社株主に
帰属する当期純利益につきましては68億39百万円（前年同期比122.6％、12億58百万円増）となりました。

連結貸借対照表（要旨） 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科目
前期

2017年
3月31日現在

ご参考

[資産の部]

[負債の部]

[純資産の部]

当期
2018年

3月31日現在

（単位：百万円） 連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

科目

ご参考

当期
2017年4月 1日から
2018年3月31日まで

前期
2016年4月 1日から
2017年3月31日まで

2016年4月 1日から
2017年3月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） 

2017年4月 1日から
2018年3月31日まで

科目

ご参考

当期 前期

（単位：百万円）

 流動資産

 固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

 資産合計

 流動負債

 固定負債

 負債合計

 株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

　自己株式

 その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

　土地再評価差額金

　為替換算調整勘定

　退職給付に係る調整累計額

 新株予約権

 非支配株主持分

 純資産合計

 負債純資産合計

50,872

49,414

34,927

376

14,110

100,286

21,416

5,506

26,923

74,612

15,072

10,393

51,400

△2,253

△1,371

583

△1,907

38

△86

118

4

73,363

100,286

46,164

47,320

32,727

468

14,124

93,485

20,536

5,125

25,661

69,370

15,072

10,392

46,161

△2,255

△1,645

493

△2,054

33

△117

97

1

67,824

93,485

137,865

86,103

51,761

42,200

9,561

1,181

53

10,689

2

547

10,143

3,349

△ 47

6,841

2

6,839

129,817

83,136

46,681

39,741

6,939

1,267

106

8,099

135

367

7,867

2,512

△224

5,579

△0

5,580

売上高

売上原価

　売上総利益

販売費及び一般管理費

　営業利益

営業外収益

営業外費用

　経常利益

特別利益

特別損失

　税金等調整前当期純利益

　法人税、住民税及び事業税

　法人税等調整額

　当期純利益
　非支配株主に帰属する当期
　純利益又は非支配株主に
　帰属する当期純損失（△）
　親会社株主に帰属する
　当期純利益

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

9,696
△ 4,471
△ 1,454

△0
3,770
3,619
7,389

7,567
△4,301
△1,963

△0
1,303
2,316
3,619

配当金のご報告　　
当社は、中長期的な視点で連結業績に応じた利益還元を重視し、連結配当性向25％を目指し、連結業績、財政状況、投資計画等を勘案しながら利益配分を行うことを基本方針とし
ております。
なお、当社の剰余金の配当は、中間及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。
当社60期の期末配当金につきましては、１株につき３３円とし、中間配当金とあわせまして年間６６円とさせていただきました。
次期の配当金に関しましては、年間７２円（中間・期末とも３６円）を予定しております。

1株当たり
年間配当金 66円

出退店の状況

イエローハット車検センター拠点数（2018年3月31日現在）
イエローハット 車検センター 7

イエローハットグループ店舗数（2018年3月31日現在）

イエローハット

2りんかん
SOX
店舗数合計

子会社運営店
グループ企業運営店
海外

320
383
5
55
46
809

イエローハット店舗の出退店の状況です。国内では、2017年４月に福井大和田店（福井県）、恵庭恵央店（北海道）、勝山旭町店（福井県）、５月にトレッド高槻店（大阪府）、幸手上高野店
（埼玉県）、YMS幸手上高野店（埼玉県）、６月に伏見下鳥羽店（京都府）、７月に徳島藍住店（徳島県）、湖西新居店（静岡県）、佐伯ときわ店（大分県）、トレッド鳥取東伯店（鳥取県）、厚別西
店（北海道）、８月にトレッド山梨一宮店（山梨県）、９月に新　トレッド草津店（滋賀県）、苫小牧澄川店（北海道）、10月にトレッド守山大森店（愛知県）、トレッド名東高針店（愛知県）、トレッド
三重河芸店（三重県）、イオンモール鈴鹿店（三重県）、斜里青葉店（北海道）、11月に新　巻店（新潟県）、滝の水店（愛知県）、新　トレッド秋田大曲店（秋田県）、トレッド福井丸岡店（福井
県）、トレッド新潟巻店（新潟県）、江戸川大杉店（東京都）、2018年１月に東根中央店（山形県）、トレッド沖縄与儀店（沖縄県）、２月に新居浜高田店（愛媛県）、３月に八千代緑が丘店（千葉
県）、田原店（愛知県）、卸本町店（鹿児島県）、伊達保原店（福島県）、寝屋川店（大阪府）、ヤマザワ寒河江プラザ店（山形県）、環七梅島店（東京都）、伊勢崎連取店（群馬県）の計37店舗を
開店、2017年４月にYMS太田店（群馬県）、６月に東伯店（鳥取県）、７月に八幡西店（福岡県）、８月にトレッド草津店（滋賀県）、９月にトレッド秋田大曲店（秋田県）、河芸店（三重県）、10
月に巻店（新潟県）、11月に江戸川上篠崎店（東京都）、2018年３月に五日市店（広島県）の計９店舗を閉店いたしました。また、車検獲得増を目的として、2017年４月に車検センター
船橋インター（千葉県）、車検センター刈谷（愛知県）、８月に車検センター札幌里塚（北海道）、９月に車検センター高松春日
（香川県）を開設いたしました。
海外では、2017年４月に中山店（台湾）、11月に上海成山路店（中国）を閉店、また11月に中国上海地区の５店舗を
中国合弁契約先の子会社へ譲渡いたしました。
イエローハット店舗以外では、2017年４月に門真2りんかん（大阪府）、SOX門真店（大阪府）、５月にSOX熊本本山
店（熊本県）、６月に宇都宮2りんかん（栃木県）、SOX大東店（大阪府）、７月にSOX宇都宮店（栃木県）、９月にSOX滋賀
草津店（滋賀県）、2018年２月に仙台泉2りんかん（宮城県）、３月にバイカーズ菊陽2りんかん（熊本県）の計９店舗を開
店、2017年４月に大東2りんかん（大阪府）、11月に寝屋川2りんかん（大阪府）の２店舗を閉店いたしました。
以上の結果、当社60期末の店舗数は、国内がイエローハット703店舗、2りんかん55店舗、SOX46店舗、海外がイエ
ローハット５店舗の合計809店舗、イエローハット車検センターが７拠点となりました。

売上高
経常利益
親会社株主に帰属する当期純利益
１株当たり当期純利益

143,000百万円
10,800百万円
7,300百万円
316.68円

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

個人消費の持ち直しが続くなど、景気は緩やかに回復していくことが期待されるものの、労働力不足による人件費
上昇や物流費上昇などが見込まれることから、依然として先行き不透明な状況が続くと予想されます。このような状
況の下、当社グループでは、引き続き「店舗収益の改善」「店舗展開と卸売強化による売上の拡大」「経営効率化」等の
各施策に取り組み、収益拡大に向けた事業基盤のさらなる強化を推進してまいります。

次期の見通し

売上高

1,400

1,300

（億円）

1,000

1,200
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59期
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58期

1,217

57期
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60期
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経常利益

110

70
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100
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親会社株主に帰属する
当期純利益
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40
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（億円）
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当社第６０期におきましては、子会社店舗の増加とタイヤの販売好調により、売上高は1,378億65百万円（前年同期比106.2％、80億47百万円増）、売上総利益は517億
61百万円（前年同期比110.9％、50億80百万円増）となりました。
販売費及び一般管理費は、子会社店舗の増加に伴う人件費や賃借料等の増加により、422億０百万円（前年同期比106.2％、24億58百万円増）となりました。
その結果、営業利益は95億61百万円（前年同期比137.8％、26億21百万円増）、経常利益は106億89百万円（前年同期比132.0％、25億89百万円増）、親会社株主に
帰属する当期純利益につきましては68億39百万円（前年同期比122.6％、12億58百万円増）となりました。

連結貸借対照表（要旨） 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科目
前期

2017年
3月31日現在

ご参考

[資産の部]

[負債の部]

[純資産の部]

当期
2018年

3月31日現在

（単位：百万円） 連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

科目

ご参考

当期
2017年4月 1日から
2018年3月31日まで

前期
2016年4月 1日から
2017年3月31日まで

2016年4月 1日から
2017年3月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） 

2017年4月 1日から
2018年3月31日まで

科目

ご参考

当期 前期

（単位：百万円）

 流動資産

 固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

 資産合計

 流動負債

 固定負債

 負債合計

 株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

　自己株式

 その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

　土地再評価差額金

　為替換算調整勘定

　退職給付に係る調整累計額

 新株予約権

 非支配株主持分

 純資産合計

 負債純資産合計

50,872

49,414

34,927

376

14,110

100,286

21,416

5,506

26,923

74,612

15,072

10,393

51,400

△2,253

△1,371

583

△1,907

38

△86

118

4

73,363

100,286

46,164

47,320

32,727

468

14,124

93,485

20,536

5,125

25,661

69,370

15,072

10,392

46,161

△2,255

△1,645

493

△2,054

33

△117

97

1

67,824

93,485

137,865

86,103

51,761

42,200

9,561

1,181

53

10,689

2

547

10,143

3,349

△ 47

6,841

2

6,839

129,817

83,136

46,681

39,741

6,939

1,267

106

8,099

135

367

7,867

2,512

△224

5,579

△0

5,580

売上高

売上原価

　売上総利益

販売費及び一般管理費

　営業利益

営業外収益

営業外費用

　経常利益

特別利益

特別損失

　税金等調整前当期純利益

　法人税、住民税及び事業税

　法人税等調整額

　当期純利益
　非支配株主に帰属する当期
　純利益又は非支配株主に
　帰属する当期純損失（△）
　親会社株主に帰属する
　当期純利益

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

9,696
△ 4,471
△ 1,454

△0
3,770
3,619
7,389

7,567
△4,301
△1,963

△0
1,303
2,316
3,619

配当金のご報告　　
当社は、中長期的な視点で連結業績に応じた利益還元を重視し、連結配当性向25％を目指し、連結業績、財政状況、投資計画等を勘案しながら利益配分を行うことを基本方針とし
ております。
なお、当社の剰余金の配当は、中間及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。
当社60期の期末配当金につきましては、１株につき３３円とし、中間配当金とあわせまして年間６６円とさせていただきました。
次期の配当金に関しましては、年間７２円（中間・期末とも３６円）を予定しております。

1株当たり
年間配当金 66円

出退店の状況

イエローハット車検センター拠点数（2018年3月31日現在）
イエローハット 車検センター 7

イエローハットグループ店舗数（2018年3月31日現在）

イエローハット

2りんかん
SOX
店舗数合計

子会社運営店
グループ企業運営店
海外

320
383
5
55
46
809

イエローハット店舗の出退店の状況です。国内では、2017年４月に福井大和田店（福井県）、恵庭恵央店（北海道）、勝山旭町店（福井県）、５月にトレッド高槻店（大阪府）、幸手上高野店
（埼玉県）、YMS幸手上高野店（埼玉県）、６月に伏見下鳥羽店（京都府）、７月に徳島藍住店（徳島県）、湖西新居店（静岡県）、佐伯ときわ店（大分県）、トレッド鳥取東伯店（鳥取県）、厚別西
店（北海道）、８月にトレッド山梨一宮店（山梨県）、９月に新　トレッド草津店（滋賀県）、苫小牧澄川店（北海道）、10月にトレッド守山大森店（愛知県）、トレッド名東高針店（愛知県）、トレッド
三重河芸店（三重県）、イオンモール鈴鹿店（三重県）、斜里青葉店（北海道）、11月に新　巻店（新潟県）、滝の水店（愛知県）、新　トレッド秋田大曲店（秋田県）、トレッド福井丸岡店（福井
県）、トレッド新潟巻店（新潟県）、江戸川大杉店（東京都）、2018年１月に東根中央店（山形県）、トレッド沖縄与儀店（沖縄県）、２月に新居浜高田店（愛媛県）、３月に八千代緑が丘店（千葉
県）、田原店（愛知県）、卸本町店（鹿児島県）、伊達保原店（福島県）、寝屋川店（大阪府）、ヤマザワ寒河江プラザ店（山形県）、環七梅島店（東京都）、伊勢崎連取店（群馬県）の計37店舗を
開店、2017年４月にYMS太田店（群馬県）、６月に東伯店（鳥取県）、７月に八幡西店（福岡県）、８月にトレッド草津店（滋賀県）、９月にトレッド秋田大曲店（秋田県）、河芸店（三重県）、10
月に巻店（新潟県）、11月に江戸川上篠崎店（東京都）、2018年３月に五日市店（広島県）の計９店舗を閉店いたしました。また、車検獲得増を目的として、2017年４月に車検センター
船橋インター（千葉県）、車検センター刈谷（愛知県）、８月に車検センター札幌里塚（北海道）、９月に車検センター高松春日
（香川県）を開設いたしました。
海外では、2017年４月に中山店（台湾）、11月に上海成山路店（中国）を閉店、また11月に中国上海地区の５店舗を
中国合弁契約先の子会社へ譲渡いたしました。
イエローハット店舗以外では、2017年４月に門真2りんかん（大阪府）、SOX門真店（大阪府）、５月にSOX熊本本山
店（熊本県）、６月に宇都宮2りんかん（栃木県）、SOX大東店（大阪府）、７月にSOX宇都宮店（栃木県）、９月にSOX滋賀
草津店（滋賀県）、2018年２月に仙台泉2りんかん（宮城県）、３月にバイカーズ菊陽2りんかん（熊本県）の計９店舗を開
店、2017年４月に大東2りんかん（大阪府）、11月に寝屋川2りんかん（大阪府）の２店舗を閉店いたしました。
以上の結果、当社60期末の店舗数は、国内がイエローハット703店舗、2りんかん55店舗、SOX46店舗、海外がイエ
ローハット５店舗の合計809店舗、イエローハット車検センターが７拠点となりました。

売上高
経常利益
親会社株主に帰属する当期純利益
１株当たり当期純利益

143,000百万円
10,800百万円
7,300百万円
316.68円

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

個人消費の持ち直しが続くなど、景気は緩やかに回復していくことが期待されるものの、労働力不足による人件費
上昇や物流費上昇などが見込まれることから、依然として先行き不透明な状況が続くと予想されます。このような状
況の下、当社グループでは、引き続き「店舗収益の改善」「店舗展開と卸売強化による売上の拡大」「経営効率化」等の
各施策に取り組み、収益拡大に向けた事業基盤のさらなる強化を推進してまいります。

次期の見通し

売上高
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株主優待情報

役 員
代表取締役社長
専 務 取 締 役
専 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役

※取締役　湊谷秀光、斎藤四郎は社外取締役であります。
　また、監査役　田中邦彦、服部久男は社外監査役であります。

（2018年6月22日現在）

堀 江 康 生
佐 藤 和 幸
白 石 　 理
木 村 義 美
湊 谷 秀 光
斎 藤 四 郎
入 江 義 一
田 中 邦 彦
服 部 久 男

商 　 　 　 号
所 在 地

設 立
資 本 金
従 業 員 数
主 な 事 業 内 容

株式会社イエローハット

東京都千代田区岩本町一丁目7番4号
イエローハット本社ビル
※2018年5月中央区より移転しました。

1962年3月

150億7,253万円

3,258名(連結) 178名(単体)

カー用品等の販売(卸売及び小売)

〒101-0032
東京都千代田区岩本町一丁目7番4号
イエローハット本社ビル
TEL:03-6866-1680
ホームページ  http://www.yellowhat.jp/
携帯サイト  http://www.yhat.net

株式会社

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼
申し上げます。
当社第６０期におけるわが国の経済は、雇用と労働者所
得の改善が進むなか、政府が推進する経済対策や金融政
策の効果もあり、緩やかな景気回復基調で推移いたしま
した。
当カー用品業界におきましては、夏用タイヤ・冬用タイヤ
の値上げに伴う駆け込み需要や、全国的な寒波の影響を受
けた冬用タイヤ需要により、タイヤ販売が伸長いたしまし
た。カーエレクトロニクス商品では、危険運転に関する報道
を受けてドライブレコーダー販売が伸長いたしました。
このような環境下におきまして、当社グループはカー用
品・二輪用品等販売事業の一層の拡大を図るべく、タイヤ
を中心とした消耗品の拡販や、車検・鈑金などのカーメン
テナンスメニューを拡充してまいりました。
第６１期につきましても、引き続き基本方針を徹底し、
株主の皆様によりよいご報告が出来ます様取り組んでま
いります。

①カー用品・二輪用品等販売事業の拡大
②車検、サービス事業の拡充
③経営効率の向上
④活力ある会社づくり

基本方針

堀江 康生
代表取締役社長

この株主通信は地球環境に配慮した
FSC森林認証紙と植物油インキを
使用しています。

第60期 株主通信
2017年4月1日～2018年3月31日

(ご注意)
1. 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、
口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承ることとなっており
ます。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理
人(三菱UFJ信託銀行)ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
2.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱
UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関(三菱UFJ信託銀行)にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀
行全国各支店においてもお取次ぎいたします。
3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いい
たします。

株主メモ
事 業 年 度

期末配当金受領
株 主 確 定 日

中間配当金受領
株 主 確 定 日

定 時 株 主 総 会

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先（注）

上場証券取引所

公 告 の 方 法

4月1日～翌年3月31日

3月31日

9月30日

毎年6月

三菱UFJ信託銀行株式会社

東京証券取引所

電子公告

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話　 0120-232-711（通話料無料）
郵送先 〒137-8081

新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（注）株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関の
事務拠点の移転に伴い、2017年８月14日付にて上記の
とおり変更しております。

3月末及び9月末の確定時に、100株以上保有されている株主の皆様に、全
国の「イエローハット」「イエローハット車検センター」「2りんかん」「SOX」
店舗でご利用いただける株主様お買物割引券（300円割引券）を送付いたし
ます。1回のお買上げ金額1,000円（税込）毎に1枚ご利用いただけます。

 100株以上 割引券10枚（ 3,000円）
 1,000株以上 割引券25枚（ 7,500円）
 3,000株以上 割引券40枚（ 12,000円）
 5,000株以上 割引券50枚（ 15,000円）

見本

見本

S-2-1806


